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児童福祉の人口学
永 井 保 男
1959年11月20日に国連総会で採択された〈児童の権利に関する宣言〉の採択20周年を記
念して，1979年を「国際児童年 International Year of the Child」とする決議が，1976年の
国連総会で採択されてから半世紀近くが経過しようとしている。この間，わが国では，人
口減少と少子化，超高齢化社会に入り，児童の社会生活環境も大きく変化してきた。近年
では2014年月に，国民投票法案の改定が国会において審議され，憲法改正などに対する
投票年齢が20歳から18歳に引き下げられ次いで2015年月には，公職選挙法の改正により
選挙権年齢が18歳以上に引き下げられた。早晩に予想される成人年齢の見直しも含めて，
今まで以上に児童時代の環境や過ごし方が大切になったともいえる。ともすれば社会にお
ける少数派として，その社会的存在をスローガンとしてのみ取り上げられてきた印象が強
くみられる児童について，将来の国と社会を担う子どもたちに優しい社会の確立が今こそ
望まれている。これからの若い世代には，結婚や子育てといった基礎的な人間生活が保障
される社会が継続されることが希求されている今日，人生のスタートの時期に当たる児童
時代の生き方に直接的，間接的に大きな影響を及ぼす，主な児童福祉項目の指数化を試み
て，都道府県別に地域格差を検証し，今後の在り方について若干の考察をおこなった。
．は じ め に
1959年11月20日に国連総会で採択された〈児童の権利に関する宣言〉の採択20周年を記念
して，1979年を「国際児童年 International Year of the Child」とする決議が，1976年の国連
総会で採択されてから半世紀近くが経過しようとしている。この間，わが国における児童の
社会生活環境も大きく変化してきた。おりしも，わが国では2014年月に，国民投票法案の
改定が国会において審議され，憲法改正などに対する投票年齢が20歳から18歳に引き下げら
れることとなった。先進欧米諸国を始めとする各国では，すでに選挙権が18歳から与えられ
ており，それに一歩近づくとともに，続いて選挙権年齢を20歳以上から18歳以上に引き下げ
る，公職選挙法等の改正法案が2014年11月に国会に提出され2015年月に成立した。こうし
た動きは，成人年齢の見直しも含めて，今まで以上に児童時代の環境や過ごし方が大切にな
ったともいえる。ともすれば社会における少数派として，その社会的存在をスローガンとし
中央大学経済研究所年報 第47号(2015) pp.461-493
てのみ取り上げられてきた傾向がみられる児童について，将来の国と社会を担う子どもたち
に優しい社会の確立が，人口減少時代を迎えた今こそ望まれている。併せて，これからの若
い世代には，結婚や子育てといった基礎的な人間生活が保障される社会が続くことが希求さ
れている今日，本稿では，人生のスタートの時期にあたる児童時代の生き方に直接的あるい
は，間接的に大きな影響を及ぼす，児童福祉の実状をながめるとともに，児童を中心とした
人口と社会の変遷を辿り，その育成に関して，最低限の生活環境が提供されるべき福祉分野
について，都道府県別の児童福祉項目の指数化を試みて，地域間の格差比較をおこなうこと
としている。また，少子化現象を端的に表す基本的な指標である，合計出生率と児童福祉の
関連性を検証し，少子化が進む中でこれからの児童福祉の在り方について，若干の考察をお
こなった。
．児童に関する権利
国連が “児童の権利に関する宣言（児童の権利宣言）” を1959年に採択してから，半世紀
が経過した。また，1979年の「国際児童年」からも45年が経つこととなった。この間，児童
の権利宣言から30年にあたる1989年には，前文と54条からなる条文により構成される “児童
の権利条約，Convention on the Rights of the Child” が採択された。わが国においては，
1994年月22日にこれを批准している。とくに，その第条の第項には，児童の最善の利
益に関して，次のように規定されている。
児童の権利条約 第条（児童に対する措置の原則）
 児童に関するすべての措置をとるに当たっては，公的若しくは私的な社会福祉施設，
裁判所，行政当局又は立法機関のいずれによって行われるものであっても，児童の最
善の利益が主として考慮されるものとする。
この他に，児童自身が年齢及び成熟度に従って相応に考慮されながら意見を表明する権
利，児童の生存権，父母等の責任・権利及び義務についても明記されている。
．関連主要法規にみる児童の年齢範囲
今後，人口の減少が加速度的に進むことが推計されているわが国においては，児童を取り
巻く社会生活環境も大きく変わることが予想される。最近の動きをみると，2014年の国会に
おいては，国民投票法案の投票年齢を20歳から18歳に引き下げる審議がおこなわれて可決さ
れ，年後に実施されることとなった。その後には，公職選挙法等の改正案による選挙の投
票年齢の引き下げの動きが続いた。このように，児童を取り巻く社会環境も刻々と変化をみ
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せている。選挙の投票年齢の引き下げとともに，早晩は成人年齢の引き下げもおこなわれる
ものと思われる。主要各国の成人年齢は，アメリカとカナダ（それぞれ一部の州を除く），
フランス，ドイツ，イギリス，イタリア，スウェーデンなどの欧米諸国を中心に，18歳とし
ている国が多い。そのほかに，韓国が19歳，わが国と同様に20歳としているのは，ニュージ
ーランドのみである
1)
。
われわれが一般的に児童といった場合の年齢イメージは，15歳前後までの子どもたちであ
ろう。しかし，より明確にその対象となる人々のイメージを描くために，児童に関する主要
法規をみると図 3-1 のようになる。このほか憲法には，その第15条の第項に「公務員の選
挙については，成年者による普通選挙を保障する」と定めてある。また，第27条の第項に
「児童はこれを酷使してはならない」と児童という文言が登場している。民法では，その第
条に「年齢20歳をもって，成年とする」と規定している。しかしながらその一方では，各
法律により規定している年齢も多様であり，児童としての年齢範囲を一概に決めることが出
来ないのが実状である。児童福祉法を始めとする児童福祉法
2)
と主要な法令だけでもそれ
ぞれの目的に応じて，多様な呼称や年齢区分を設けている。児童福祉の基本法である児童福
祉法では，18歳未満の者を児童と規定している。他方，児童扶養手当法では，所定の障害の
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1) OECD Family database Table PF1.8.A.Age of majority, 2013。
2) 児童福祉法とは，児童福祉法，児童扶養手当法，特別児童扶養手当法，母子及び寡婦福祉法，
母子保健法，児童手当法をいう。
乳児
特別児童扶養手当
等の支給に関する
法律
母子及び
寡婦福祉法
幼　　　児
児　　童（18歳未満の者）
未　　　　　　成　　　　　　年　　　　　　者　　　（20歳未満の者）
少　　　　　　　　　　年   （20歳未満の者）
少　　　　　　　　　年児童福祉法
少年法
民法
労働基準法
学校教育法 学　齢　児　童 学齢生徒
年少者(18歳未満の者)
児童扶養手当法
「児童」とは「20歳に満たない者」
「障害児」とは,「20歳未満であって,第5項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態にある者」「重度障害児」とは
「障害児のうち,政令で定める程度の重度の障害の状態にあるため,日常生活において常時の介護を必要とするもの」
または20歳未満で政令の定める程度の障害の状態にあるもの
18歳に達する日以後最初の3月31日までの間にあるもの
児童手当法 「児童」とは「18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者」
「妊産婦」とは「妊娠中または出産後1年以内の女子」
「幼児」とは「満1歳から小学校就学の始期に達するまでの者」
「乳児」とは「1歳に満たない者」,「新生児」とは,「出生後28日を経過しない乳児」
「未熟児」とは,「身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって,正常児が出生時に有する
　諸機能を有するに至るまでの者」
母子保健法
1歳 5 6 7 10 12 15 18 20
使用禁止者（15歳未満の者）
図 3-1 児童関係主要法令による呼称・年齢区分の概要
(出所) 筆者作成。
状態にある20歳未満の者を指し，母子及び寡婦福祉法では，20歳に満たない者をいずれも児
童と規定している。また，児童手当法では18歳に達する日以後の最初の月31までにある者
を児童としている。このように児童の定義は多様であるが本稿では，児童福祉法が定める18
歳未満である，〜17歳の人を「児童」と称することとする。
．児童人口の推移
4-1 年齢階級別人口・児童人口の推移
わが国における年齢階級別人口の中で，児童の人口がどのような推移を辿ってきたのかを
みたのが図 4-1 である。図には，1920年以降2010年までの90年間について，総務省の国勢調
査による〜17歳の児童人口及び18歳から64歳人口，65歳以上人口をそれぞれ示してある。
2010年以降の期間については，国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研という）の人
口将来推計（2013年）による2015年から2040年までの同じ年齢階級の推移を示した。
児童人口をみると，総数では1955年の3,489万人，全人口の39.1％が人口数のピークであ
り，割合では1925年の42.9％がピークであった。1970年には全人口に対する割合が30％台
を，1995年には20％台をそれぞれ割り込み，2040年には12.2％，1,305万人となり10％割れ
目前まで減少するものと見込まれている。
一方で，総人口が2010年に億2,806万人とピークを迎えて，以後減少に転じる中で65歳
以上の高齢者人口は増加を続け，2005年に全人口に対する割合が20％を超えて2,567万人と
なった。同年の児童人口2,131万人，16.7％との間において，人口数と割合でも逆転を示す
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図 4-1 児童人口の推移
(資料) 総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「人口将来推計」。
(出所) 筆者作成。
こととなった。社人研の推計では2040年の高齢者人口は，3,868万人，36.1％となり同年の
児童人口1,305万人，12.2％の約倍になることが予測されている。18〜64歳人口は，総数
で1995年の8,234万人，全人口に対する割合でも同年の65.6％がピークであった。2040年に
は5,554万人，全人口の51.8％ととなり50％割れ目前となることが推計されている。
現在までに推計されている状況を今後も辿るとするならば，人口全体の減少の中で，児童
人口の大幅な減少と高齢者人口の大幅な増加，ならびに18〜64歳人口の減少がわが国の人口
推移と構成の特徴となることが予測されている。
4-2 都道府県別の児童人口推移
都道府県別全人口と児童人口の推移を，2005年と2010年の国勢調査により比較してみたの
が図 4-2 である。
国勢調査の結果によるとこの年の間に，全人口は年平均で0.05％増加したが，児童人口
は−0.85％と大きく減少した。都道府県別の動きをみると，全人口とともに児童人口が増加
した地域は，東京都とその近接地域である神奈川県の都県のみであり，全人口が増加した
埼玉，千葉，愛知，滋賀の大都市圏周辺地域と，福岡，沖縄の各県でも児童人口が減少して
いる。とくに児童人口の減少が大きかった地域は，青森，秋田，岩手，山形，福島という宮
城県を除く東北地方の県と長崎，和歌山の合計	県であり，いずれも−2.0％を超える減
少となっている。次いで，徳島，高知，島根，鳥取，北海道，新潟，山梨，鹿児島の各道県
が−2.0％に近い減少幅で続くこととなった。
2015 児童福祉の人口学(永井) 465
-3.00
-2.50
-2.00
-1.50
-1.00
-0.50
0.00
0.50
1.00
1.50
(％)
北
海
道
北
海
道
北
海
道
青
森
県
青
森
県
岩
手
県
岩
手
県
宮
城
県
宮
城
県
秋
田
県
秋
田
県
山
形
県
山
形
県
福
島
県
福
島
県
茨
城
県
茨
城
県
栃
木
県
栃
木
県
群
馬
県
群
馬
県
埼
玉
県
埼
玉
県
千
葉
県
千
葉
県
東
京
都
東
京
都
神
奈
川
県
神
奈
川
県
新
潟
県
新
潟
県
富
山
県
富
山
県
石
川
県
石
川
県
福
井
県
福
井
県
山
梨
県
山
梨
県
長
野
県
長
野
県
岐
阜
県
岐
阜
県
静
岡
県
静
岡
県
愛
知
県
愛
知
県
三
重
県
三
重
県
滋
賀
県
滋
賀
県
京
都
府
京
都
府
大
阪
府
大
阪
府
兵
庫
県
兵
庫
県
奈
良
県
奈
良
県
和
歌
山
県
和
歌
山
県
鳥
取
県
鳥
取
県
島
根
県
島
根
県
岡
山
県
岡
山
県
広
島
県
広
島
県
山
口
県
山
口
県
徳
島
県
徳
島
県
香
川
県
香
川
県
愛
媛
県
愛
媛
県
高
知
県
高
知
県
福
岡
県
福
岡
県
佐
賀
県
佐
賀
県
長
崎
県
長
崎
県
熊
本
県
熊
本
県
大
分
県
大
分
県
宮
崎
県
宮
崎
県
鹿
児
島
県
鹿
児
島
県
沖
縄
県
沖
縄
県
青
森
県
岩
手
県
宮
城
県
秋
田
県
山
形
県
福
島
県
茨
城
県
栃
木
県
群
馬
県
埼
玉
県
千
葉
県
東
京
都
神
奈
川
県
新
潟
県
富
山
県
石
川
県
福
井
県
山
梨
県
長
野
県
岐
阜
県
静
岡
県
愛
知
県
三
重
県
滋
賀
県
京
都
府
大
阪
府
兵
庫
県
奈
良
県
和
歌
山
県
鳥
取
県
島
根
県
岡
山
県
広
島
県
山
口
県
徳
島
県
香
川
県
愛
媛
県
高
知
県
福
岡
県
佐
賀
県
長
崎
県
熊
本
県
大
分
県
宮
崎
県
鹿
児
島
県
沖
縄
県
全人口平均
+0.05%
児童人口平均
-0.85%
左全人口増加率 右児童人口増加率
???
図 4-2 都道府県別全人口と児童人口の年平均増加率（2005年〜2010年)
(資料) 総務省「国勢調査報告」。
(出所) 筆者作成。
．イギリスの救貧法時代にみる児童関連福祉
5-1 社会保障と救貧法
福祉の先進国であるイギリスでは，その時代背景とともに，身寄りのない高齢者，病人，
障害者，孤児などのための救済事業がおこなわれてきた。「貧困者を救済する公的な対策が
社会保障の始まりだとすれば，イギリスがその発祥の地である｣
3)
。イギリスの社会保障改
革に際して「最低生活費保障原則」の淵源を成すのが救貧法システムである
4)
。人口学者で
あるマルサスは，『人口論』の初版から救貧法について，批判的な立場をとっている。初期
救貧法の起源はテューダー王朝の時期に求められる。王朝以前の諸法律が封建反動的色彩を
おび，単に秩序や治安の維持を目的としていたのに対し，ヘンリー
世の1522年法及び27年
法は経済的困窮の救済について，国家の姿勢の変化の始まりを示すものであった。もともと
貧民に対する救済をおこなってきたのは教会であったが，教会の宗教的慈恵的救済は15世紀
以前にその機能をほぼ失い，土地から遊離させられた農民を組織的に救済する効果はなくな
っていた。そこで教会にかわって前面に出たのが国家であった。
貧民救済のための最初の法律は，1530年に制定され，浮浪者の取り締まりを目的としてい
た。ヘンリー
世は，1530年法で浮浪と乞食の禁止という，従来の諸法律と同じ立場をとり
ながらも，施しや慈悲によって生活する老齢者や無能力者を調査し，姓名を登録させたうえ
で，これらのものに乞食を認める措置をとった。しかし，この法律には救済に関する規定を
取り入れずに，むしろ処罰に関する規定としては，代表的な残虐立法の一例となった。
その後，1536年に新法が制定された。この法律には，1530年法における無能力者などの調
査・登録の規定に加えて，ニードに対する施しについての規定が盛り込まれた。乞食を禁止
するとともに，それに代えて老人と無能力者に対する施しを慈善的拠出による資金の組織的
募集・管理によることを規定した。「法律は初めて成年者を，働き得るものと，働き得ない
もの，の二つに区分し，前者に対しては自身の手で生計を立てさせるように継続的に就労さ
せることとし，後者については施しを与えられ，援助され，救助される対象とすることを規
定した。同時にこの法律は，規定に従わないものには処罰の強化をもってのぞんだ。さらに
1547年法で最も厳しい抑圧を導入し，処罰があまり厳格にすぎて失敗し1550年に廃止され
た。その結果として，1530年法を多少修正した法律が復活することとなった。1552年には再
び窮乏に対する救済資金の確保に重点がおかれ，資金を拠出する教区民に対する圧力が増加
することとなった。1563年には救済のための寄附の強制へと発展していった｣
5)
。以後法律
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3) 兼清（2008）ページ。
4) 大沢（1990）ページ。
は，頻繁に改正され1572年「救貧税」の創設などを経て，1601年にエリザベス救貧法が制定
されるに至った。その後，1834年に改正された新救貧法により行政制度の大幅な変更がおこ
なわれるなど，多くの変遷を辿り20世紀になって本格的な社会保障制度が確立されるまで存
続した。
中世において教会が困窮者の救済の責任を引き受けていたが，それはあらゆるキリスト教
国に共通していた。しかし，中世教会の困窮者に対する救済事業は，公共救済の歴史におい
て全キリスト教国に共通したことであった。同時に，そのほかの面ではイギリスに特有なも
のを多分に有していた。その独特な性格は，1834年の救貧法改正により初めて終結したので
ある。「救済についてのイギリス教会の特徴は，14世紀以前から行政機能の役割の一部を引
き受け，非公認の自発的な地方自治体を創設していたことであった。この教区における自然
発生的な地方自治体は，やがて教区民への課税権をもつようになっていった。そこに国王や
議会は，16世紀の初めからさまざまな行政機能を課すようになり，ここに一つの転換点があ
らわれることとなった。こうして確立された組織，すなわち牧師を長とし，主要な役員とし
ての教区委員をもったキリスト教区における組織が以後，世紀の間のイギリスにおける困
窮者の公的扶助の主要な地方当局となることとなった｣
6)
。しかし，この結果として各教区
では，ほかの教区からの多量の貧民の流入などにより，救済事業そのものの運営に，財源的
な支障をきたすなどの多くの困難な問題を抱えることとなった。
5-2 救貧法時代の児童関連規定
イギリスにおける救貧法時代の主な法律による，児童に関する主要な規定をまとめたのが
表 5-1 である。
救貧法を始めとする当時の一連の法律には，児童の福祉に関する明確な規定はなく，むし
ろ，児童の就労に対する規定が設けられていた。中でも教区徒弟制度による就労の強制は救
貧法の適用を受ける貧困家庭の子どもや，救貧院に収容されている孤児などが，	歳になる
と徒弟として工場に半ば強制的に働きに出される厳しい制度であった。
時代とともに，「工場制工業が拡大して，都市の工業で働く賃金労働者の数が増加したが，
苛酷な条件の労働に，幼い子どもたちが使われた。特に，炭鉱や鉄鉱山の切羽作業には頑強
な労働者が雇われたが，狭い坑道のなかで石炭を運搬する作業に，10歳にも満たない子ども
たちが劣悪な作業環境のもとで，きわめて長時間の労働に従事した。また，繊維産業では，
機械や紡績機の改良が進むにつれて作業が単純化され，熟練工の仕事が相対的に減少し，多
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5) 樫原（1973）18-19ページ。
6) 樫原（1973）14-15ページ。
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表 5-1 イギリスの救貧法時代の
(資料) 大沢（1986），樫原（1973），兼清（2002）。
(出所) 筆者作成。
すべての教区に貧民監督官の任命を強制し，彼らに，両親が扶養しえないと
認められるすべての児童の就業等の責任を負わせた。
貧民対策の法律改正(1597)
両親が貧困で扶養できない児童は，工場へ徒弟に出す。その期間は，男子24
歳，女子は21歳または結婚するまでとする。
エリザベス救貧法(1601)
定住地法(1662)
⑴徒弟の労働は，日12時間に制限する。
⑵徒弟の夜間労働は，1804年までに廃止する。
⑶徒弟に読み書きを教え，年に着の衣服を支給する。
⑷工場は年に度石灰塗料で塗り，つねに換気をよくする。
⑸徒弟の男女は寝室を分け，また人以上の労働者がひとつのベットに寝る
ことのないようにする。
⑹徒弟を，少なくとも月回は教会に行かせる。
徒弟の健康と品行に関する条例(1802)
貧民対策の法律(1530)
貧民対策の法律改正(1572)
救貧法改正(1819)
⑴歳未満の児童の就業を禁止する。
⑵16歳未満の児童の就業時間は，実働12時間以下とする。
⑶治安判事による監督制度をもうける。
⑷綿工業をその対象とする。
工場法(1819)
⑴私生児の養育をその母または「推定上の父」に課し必要とする金額の支払
いを規定。
⑵就業強制に関する具体策として，青年の職業教育，浮浪の禁止，働く意思
のある困窮者を就労させることを規定。
貧民対策の法律改正(1576)
貧民対策の法律改正(1536)
児童の教育的措置をとる。改正救貧法(1834)
貧民対策の法律改正(1547)
児童に関する規定法 律
国民扶助法(1948)
⑴適用の範囲を綿工業以外の繊維産業にも拡大。
⑵18歳未満の労働者については，午後
時半から午前時半までの夜間の就
業禁止。
⑶労働時間は18歳未満の者は，日12時間，週69時間に，11歳未満のもの
は，日時間，週48時間に制限された。
⑷工場監督官が有給の官吏となる。
工場法改正(1833)
貧困家庭の児童の徒弟就業強制。
浮浪者法(1824)
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法律による児童に関する主要な規定
ワークハウスの規定「貧民のための養育院，居住お
よび労働の家」の私的な寄贈者による建設を規定。
イギリスにおける義務的救済制度の基本法。治安判事と貧民監督官の規定。
セツルメント（特定教区への定住権，教区への帰属）。⑴教区の負担となりそうな者の移動について最近の
40日間合法的に定住していた教区への送還。
⑵送還命令は，教会委員および貧民監督官からの告
発による。
特別教区の組織と権限の規定。
救貧税徴収する徴税官制度。
1597年法は次の種類の法律の一括した総称。
⑴部落の衰退の回避，⑵農耕の維持，⑶貧困者の救済に関する
総合的な措置，⑷浮浪者と乞食の処罰，⑸貧民のための養育
院，居住と労働の家の建設，⑹慈善寄付金の詐欺，背任の予防
浮浪者に対する処罰強化。
備 考その他の規定
浮浪者の取り締まり。
救貧税の制度化。
矯治院，救貧院の運用。
・この法律による労働時間の規制で機械の使用効率が低下する
のを防ぐために，工場経営者はいろいろな工夫をした。
・リレー制とよばれる交代勤務制が採用された。年少労働者を
朝の時半から午後時半までの組と，午後時半から夜の

時半までの組に分けて働かせるという方法であった。労働時間
について違法性ではないが，仕事はつらいものになった。
救貧法に新しい行政機構を与える立法として，全国の行政を統
括する中央当局を設置した。
医療救済および緊急救済を別として，労働能力者と
その家族は特定された施設「ワークハウス」に入所
しないかぎり救済を受ける資格を原則として認めら
れない。
「浮浪者」規定の諸法の統合と体系化。
救貧法の廃止と国民扶助の導入。
くの工場で低賃金の年少労働者が使用された。出来高払いの熟練工が補助的な仕事をする年
少労働者を，自分で雇うという雇用形態もあった。そのためには，年少労働者を酷使する傾
向がみられこのような労働に，教区徒弟が多く使用された。（略）低賃金の補助的労働の典
型であり，18世紀の後半になって工場の数が増加するとその需要も増加した。木綿工場で働
く年少労働者が熱病にかかって多数死亡する事件をきっかけとして，労働条件を改善し労働
者を保護することの必要性が認識されるようになった｣
7)
。
その後は，労働時間や労働環境に関する規定，教育に関する規定，夜間の就業禁止，若年
労働者や女子労働者に対する労働時間の制限など，労働者保護を中心とした法律の規定に改
正されていくこととなった。
両世界大戦期の混乱期における，失業問題政策としての失業保険制度とその給付，失業扶
助制度にみられた年齢別の家族の構成，児童を含めた家族全員を対象とした給付額のカウン
ト方式と査定方法などにおいて，給付方式の変遷を辿ることとなった。しかしこうした給付
について，児童そのものの育成に関する手当の支給など，児童福祉領域における給付は一切
おこなわれなかった。このように「イギリスでは，1945年の体
・
系
・
的
・
な
・
社
・
会
・
保
・
障
・
制
・
度
・
の
・
確
・
立
・
ま
で，子どもの経済的なニーズの充足に対する国家責任というものは，認識されていなかった
のである｣
8)
。
．わが国における戦後の社会動態と児童福祉・その関連法規等の変遷
6-1 第次大戦直後の孤児と児童福祉の構築
第次世界大戦に敗れたわが国は，児童を含めて全国民が戦後の混乱に遭遇することとな
った。とくに，大戦のさなかやそれに伴う混乱期，敗戦期において，多くの児童が，育成の
糧となる親と死別または，離別することとなった。こうした戦乱の結果により，非常に多数
の浮浪児や外地からの引揚げ孤児，そして戦災孤児が誕生することとなり，このような孤児
に対する緊急の養護と保護活動から，戦後期における児童福祉対策がスタートすることとな
った。総理府（当時）の委託により，全国戦災遺族会（現日本戦災遺族会）が調査した結
果
9)
による孤児たちの人数は次のとおりであった。都道府県を通じて，1948年月日午前
零時を期して全国規模でおこなわれた一斉調査結果は，厚生省（当時）のまとめによると，
戦災孤児が万8,000人，引き上げ孤児が万1,000人，一般孤児が
万1,000人，棄迷児が
3,000人の合計12万3,000人に達したとされている。
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7) 兼清（2002）19ページ。
8) Bradshaw邦訳（2012）62ページ，但し傍点は筆者が加筆。
9) 総務省・社団法人日本戦災遺族会「全国戦災史実調査報告書」（1983）12ページ。
年齢別には，〜歳児が554人で全体の0.5％，歳児が719人で同0.6％，〜	歳児が
万3,213人で同10.7％，
〜14歳児が万7,731人で同46.7％，15〜20歳児が万1,294人
で同41.5％となっている。1947年当時の年齢別人口は発表されていないが，総人口7,862万
7,000人のうち〜17歳人口を，その前後の年から42％程度と仮定すると，児童人口は3,297
万人となり，戦災に関連した孤児は約12万3,000人，児童のうち1,000人に約人が孤児とな
ったことが推測される。
6-2 社会動態と児童福祉の変遷
児童を巡る一連の社会動態と，児童福祉の変遷を見たのが図 6-1 である。図には社会動
態，家族とその人員の変化，児童への一般的な意識と育成環境，社会の変化ならびに，児童
福祉の関連法規の制定と改定期について，それぞれ主要なものを示してある。
第Ⅰ期となる戦後の児童福祉の経緯を振り返ると，直後の混乱期である1947年に制定され
た「児童福祉法」では，その基本をウェルフェア（Welfare）からウェルビーイング（well-
being）に転換したとされている
10)
。前者については，個別の問題を抱える児童への救貧的，
慈恵的で補完や代替的におこなわれてきた支援などを指し，後者はそれらと対極にあるすべ
ての子どもを対象とする，包括的な支援の概念として表現されることが多い。戦乱後の孤児
救貧対策から，いち早くこうした基本となる方針を転換させた背景には，福祉の対象の基本
が児童個人のみでは限界があり，とくに児童の育成には，養育や扶養をしている家族に負う
ところが大きく，その家族を支援することで負担を軽減させるという考え方に基づくもので
あった。
戦後しばらくの間は，社会の混乱の中で戦前期と同様に，農業を中心とした共同体社会が
続き，児童もその中で一定の生産財としての役割を担っていた。取り巻く育成環境も大家族
の中で，世帯員と共に地域社会の一員として，また地域の労働力としての期待を背負い，社
会性を重視した生活が続いた。国の経済も，再生と自立に向けた計画の達成に歩み始めると
ともに，児童福祉を含めて，社会保障制度も新たな計画を立て直す萌芽期にあたる時期とな
った。
戦後の復興期を迎えるとともに，児童福祉行政も第Ⅱ期を迎えた。社会の主体が農業から
工業産業社会に変化することに併せて，経済が高度成長期に入り，児童の育成環境も大きく
変化することとなった。企業では拡大する需要に応えるために，新卒者を大量に採用した。
この結果，若者を中心とした余剰労働力が大都市圏へと大量に移動し，その多くの人々が移
動先に定住して世帯を形成した。こうして，都市化と共に大家族から核家族化，少人数化へ
2015 児童福祉の人口学(永井) 471
10) 大石（2014）21ページ。
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わ
が
国
に
お
け
る
戦
後
の
社
会
動
態
と
児
童
福
祉
の
変
遷
と家族構成も変化していくこととなった。夫婦と子どものみという少数世帯の中で育つ児童
は「現代っ子」と称されて，社会の中での共同意識の希薄さが指摘された。こうした時期
に，児童扶養手当法（1961），特別児童扶養手当法（1964），母子及び寡婦福祉法（1964），
母子保健法（1965）が制定された。
1970年代に入ると，工業産業社会からサービス産業を中心としたソフト化社会に入った。
この時代にわが国は，経済安定成長期となり，児童福祉行政も第Ⅲ期を迎えた。初頭である
1971年に児童手当法が制定されたことにより，児童福祉六法が揃うこととなった。国連によ
る「国際児童年（1979年）」と「国際婦人年（1975〜1985年）」が決議されたのもこの時代で
ある。国民の生活環境も所得水準の向上を背景として，物質的な豊かさによる消費社会が到
来した。情報や知識の普及に伴い，児童の個人主義化が指摘されて，高学歴社会・競争社会
が子どもたちの育成環境にも影響を与え始めたのもこの頃である。子どもの遊びに，ファミ
コンブームが起こり，こうした人や少人数での遊びにより一層の個人化に拍車がかかり，
コミュニケーション力の低下に繫がることとなった。時代の後半である1989年には，合計出
生率が1.57のいわゆる1.57ショックがおこった。「ひのえうま」の迷信を要因に，合計出生
率が最低を記録した1966年の1.58を下回る率となったことから，これを契機として，児童福
祉の政策も「子ども家庭福祉と少子化対策の併合」へと転換が図られることとなった。家庭
福祉の概念に1.57ショックから年後の1994年にスタートした，少子化対策が含まれること
になったのである。
新世紀を間近に控えた1991年に，バブル経済が崩壊して，わが国の経済はデフレ期に入
り，児童福祉行政も第Ⅳ期を迎えた。1994年には，国連で1989年に決議された「児童の権利
に関する条約」がわが国でも批准された。経済社会の低迷は，人数人以下の小家族時代を
迎えて，児童の育成にも微妙な影響を与えた。自己実現に対する無気力化や幼児化現象とと
もに，人間関係の希薄化が一段と進行することとなった。
21世紀に入るとともに，高度情報（IT）社会とグローバル化社会を迎えた。児童の生活
も，目覚ましい情報の氾濫が日常を覆う中で送ることが，当たり前の時代となった。情報社
会の中では，スピード感や自己責任が重んじられることとなり，ストレスから派生する衝動
性や突発性傾向など，極端な自己意識の表現方法が，大人とともに児童にもみられるように
なった。また，IT化の進展は，児童人人が持つまでに普及した，携帯電話依存型の生
活が日常化した。一方では，児童に対する虐待が社会に暗い影を落とすこととなった。精神
的，肉体的な弱者である児童に対する父母を始めとする大人からの虐待行為は，決して許さ
れない行為であることは当然であり，児童虐待の防止に関する法律（2000）の制定に至っ
た。また，少子化社会対策基本法（2003），次世代育成支援対策推進法（2003）が相次いで
制定されるとともに，少子化対策大綱（2004），「少子化対策大綱に基づく重点施策の具体的
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家族計画について（子ども・子育て応援プラン）」，「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）憲章」（2007）が相次いで政策決定され，児童福祉は第Ⅴ期を迎えることとなっ
た。
以上のような社会動態を背景に，「児童福祉」から「子ども家庭福祉」へという児童福祉
の理念が，2000年代に入ってようやく施策として具現化される時期を迎えた
11)
。近年では
「少子化対策」をメインに据え，とくに「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」
を意識した支援施策がとられるようになるなど，福祉全体に幅の広がりがみられるようにな
り，児童福祉も新たな期を迎えている。社会の変化とともに，わが国の将来を担うこととな
る児童に対する福祉について，少子化対策を含めてその具体的な成果が求められる時期に入
ったともいえる。わが国における戦後の社会動態と児童の育成状況を振り返ると，その基盤
を国や社会全体に置くことよりも，家庭における育成に力点を置いた政策がとられてきたこ
とがみて取れる。
現在のわが国における児童の育成環境は，少人数世帯と人口減少社会，IT化による情報
社会の中にあり，とりわけ大都市圏を中心に，今後大幅な増加が見込まれている高齢者を含
めた単身世帯の動向など，少数で単一化された社会における日常の生活現象が様々な局面に
あらわれてきている。こうした現象を「弧化社会」と称するならば，児童の育成環境は，孤
立した生活基盤が日常的である社会が一層進展し今まで以上に，人や地域，社会との繫が
り，絆と接触が一層希薄になることが考えられる。このような日常生活環境の中で，次の時
代を担う児童が育つこととなり，児童福祉もこうした観点に立つ政策が求められる。
	．児童人口と社会保障給付費の推移
わが国の児童の育成政策は，家庭における育成を基本として展開されてきており，行政に
おける施策も児童個別支援から家庭支援へと転換されてきた。図 7-1 に，1945年以降の児
童・家族関係社会保障給付費，総人口に対する児童人口の割合と合計出生率の各々について
示した。
総人口に占める児童の人口は，合計出生率の低下とともに減少の一途を辿っている。1945
年の〜17歳人口の割合は43.5％であり，18と19歳を含めた〜20歳未満の人口でも47.6％
となり，ほぼ人に人が児童であった。20年後の1968年には，児童人口は30％を割り込
み，50年後の1995年には，20％を下回る状況となり，2013年には全人口の15.7％，18と19歳
を含めても17.6％と低下の一途を辿っている。
一方で社会保障費に占める児童福祉関係の割合は，歴史的にみても極めて小さいものにな
中央大学経済研究所年報 第47号474
11) 大石（2014）21ページ。
っている。社人研の「社会保障費用統計」によると児童・家族関係給付費
12)
は，1975年に社
会保障給付費全体11兆7,693億円の5.6％，6,608億円であった。その後の割合は低下傾向が
続き1990年代の半ばから後半には，3.3％にまで落ち込んだ。その後，緩やかな上昇に転じ
て，2010年になると全体額104兆6,914億円の5.0％である兆4,613億円となった。同年から
の子ども手当の支給開始もあり，以後は％以上の水準を維持している。対 GDP 比でみて
も，1975年以降％前後の水準が長い期間にわたり続いてきた。その後，2000年に％台と
なり，子ども手当の支給開始が始まった2010年になると，ようやく10％台に達した。
OECD基準による家族関係給付費の構成割合を各国と比較すると，2011年には，わが国
が5.7％となり，3.8％のアメリカに次いで低い割合となっている。これは，イギリスの
16.9％，スウェーデンの13.2％，フランスの9.4％の約分の以下の支出となっている。

．児童福祉の領域
児童福祉の主要な領域について，まとめてみたのが図 8-1 である。図には，年齢別の児童
家庭福祉施策が示されている。児童家庭福祉は，母性，乳児・幼児の健康の保持及び増進を
図ることを目的として，母体と胎児から歳までの乳幼児を対象とした「母子保健対策」，
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12) 児童手当，児童扶養手当等，児童福祉サービス，育児休業給付，出産関係費の合計。
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2010年から
子ども手当含む
図 7-1 総人口に占める児童人口比率と合計出生率，児童・家族関係給付費規模の推移
(資料) 総務省「国勢調査」「日本の推計人口」，社人研「社会保障費用統計」「人口統計資料集」。
(出所) 筆者作成。
保育に欠ける児童の福祉の増進を図ることを目的として，〜歳児を基本的な対象とする
「保育対策」，児童の全年齢を原則の対象としている，家庭・地域における児童の健全育成と
要保護児童の福祉の増進を図ることを目的とした「児童健全育成対策」そして，母子家庭等
の自立の促進と生活の安定を図ることを目的とした「母（父）子家庭対策・寡婦（夫）対
策」の項目から構成されている。
各項目の施策をみると，「母子保健対策」には，健診と医療ならびに研究事業があり，「保
育対策」には，保育所の整備運営が基本的な施策として掲げられている。「児童健全育成対
策」には，児童館・児童遊園の設置普及とともに，家庭における児童育成のための資金援助
として，児童手当の支給，児童養護施設・里親等の要養護児童対策が含まれている。「母
（夫）子家庭対策・寡婦（夫）対策」には，母子家庭等日常生活支援事業，児童扶養手当の支
給，母子福祉資金の貸付・寡婦福祉資金の貸付，母子福祉関係施設の整備運営事業がある。
わが国の児童福祉は，こうした施策領域をもとに，形成されている。
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児童養護施設･里親等の要養護児童対策
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母子家庭等の自
立の促進と生活
の安定を図る
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母子福祉資金の貸付・寡婦福祉資金の貸付
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図 8-1 年齢別児童家庭福祉施策の一覧
(出所) 厚生労働統計協会「国民の福祉と介護の動向2013/2014」。
．地域別指標・児童福祉指数の試算
9-1 児童福祉項目と指数化
⑴ 児童福祉の指数化の意義
政策の評価をその数量でおこなうことが，今日では一般的となっている。例えば，女性の
社会進出を具体的に推進しようとすると，その数値目標，採用数や管理職登用数，それぞれ
の全体における割合などを指標として明示することによって，より明確に現状とその結果と
しての評価がわかりやすくなるという意義がある。今回おこなった児童福祉の指数化は，第
次世界大戦後の混乱期から様々な変遷を経た，児童福祉の地域別の現状を把握し比較する
ことを目的としている。人口が減少するという社会構造の変化は，各都道府県において，児
童そのものをその渦の中に巻き込むこととなる。これからの社会を担う児童たちに，その生
存と育成を最低限に保証した児童福祉が，地域別にどのようになっているのかを明らかにし
た。
⑵ 児童福祉指数の計算方法
指数の算出方法には，UNDP（United Nations Development Program 国連開発計画）に
よ る “HUMAN DEVELOPMENT REPORT 2014” の Technical notes 方 式 や，WEF
（World Economic Forum世界経済フォーラム）による “Gender Gap Report 2006” の Global
Gender Gap Index（GGI）方式など多数の方法があるが，ここでは GGI 方式により指数を
算出することとした。その基本的な計算方法は，次の算式のとおりである。
実際値−最低値
最高値−最低値
＝指数
⑶ 児童福祉項目の設定
先にみた，児童福祉の領域「母子保健対策」「保育対策」「児童健全育成対策」「母（夫）
子家庭対策・寡婦（夫）対策」の内容を基本として，次の大分類と小分類ならびに内訳
16項目を選定し，当該する項目に関する各基礎資料をもとに，表 9-1 のように児童福祉項目
として設定した。なお，基礎資料は，一部を除き最新の国勢調査である2010年に合わせるこ
とを基本としている。
各項目の内容は，次のとおりである。
Ⅰ．子育て・育児環境指数と項目・・・保育指数と乳児指数を平均して算出した。
）保育指数・・・次の項目を平均したものとした。
①保育所当たりの〜歳児人口を指数化したものである。指数が100に近いほど
保育所当たりの〜歳児人口に対する充足割合が高いことを示している。
②〜歳児保育所在所指数は，〜歳児人口に対する保育所に在所している割合
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表 9-1 児童福祉指数項目
(注) 人口は，総務省「国勢調査」（2010）による。
(出所) 筆者作成。
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
③中学校在籍者人当たり教育
費指数
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
②小学校在籍者人当たり教育
費指数
公立小中学校児童生徒総数に対
する就学援助（要保護・準要保
護児童生徒数）指数
）就学援助指
数
Ⅲ．教育援助
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
①幼稚園在籍者人当たり教育
費指数
）教育費指数Ⅳ．教育費
Ⅰ．子育て・
育児環境
厚生労働省「社会福祉施設等調
査」「国勢調査」2010年
②0〜6歳児人口に対する保育所
在所指数
厚生労働省「社会福祉施設等調
査」2010年
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
④特別支援学校在籍者人当た
り教育費指数
③保育士人当たり保育児在所
指数
文部科学省「就学援助調査」2012
年
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
⑥高等学校定時制在籍者人当
たり教育費指数
出生数1000人当たりに対する死
亡指数
）乳児死亡指
数
基礎資料指数の内容項目
厚生労働省「社会福祉施設等調
査」「国勢調査」2010年
文部科学省「地方教育費調査」
2010年
⑤高等学校全日制在籍者人当
たり教育費指数
①1保育所当たり0〜6歳児人口
指数
）保育指数
厚生労働省「国民生活基礎調査」
2010年
母子世帯の保護開始世帯に対す
る割合指数
）保護世帯指
数
0〜19歳有訴率指数）有訴指数
Ⅱ．健 康
厚生労働省「医師・歯科医師・薬
剤師調査」「国勢調査」2010年
厚生労働省「福祉行政調査」「国
勢調査」2010年
0〜17歳人口に対する被保護人
員指数
）被保護指数
0〜17歳人口に対する小児科関
係医師指数
）医師指数
厚生労働省「人口動態統計」2010
年
Ⅴ．保 護
厚生労働省「社会福祉施設等調
査」「国勢調査」2010年
厚生労働省「福祉行政報告例」
2010年
0歳児人口1000人当たり乳児院
常勤従業員指数
）乳児指数
を指数化したもので，指数が100に近いほど〜歳児人口に対する保育所在所数
が高いことを示している。
③保育士人当たり保育所在所指数は，保育士人当たりの保育所在所数を算出し，
指数が100に近いほど人当たりの保育所在所者数が少ないことを示している。
）乳児指数
13)
・・・歳児人口1,000人当たりの乳児院常勤勤務者数を算出して，指
数化したものである。指数が100に近いほど常勤職員数が多いことを示している。
Ⅱ．健康指数と項目・・・有訴指数と医師指数，乳児死亡指数を平均して算出した。
）有訴指数・・・〜19歳人口1,000人に対する有訴率を算出して，指数化したもの
であり，指数が100に近いほど有訴率が低いことを示している。
）医師指数・・・〜17歳人口1,000人に対する小児科関連医師数を算出して，指数
化したものであり，指数が100に近いほど児童人口に対する医師数が多いことを示
している。
）乳児死亡指数・・・出生数1,000人当たりの死亡数の割合を算出して，指数化した
ものであり，指数が100に近いほど乳児の死亡数が少ないことを示している。
Ⅲ．教育援助指数と項目・・・就学援助を指数化して算出した。
）就学援助指数・・・公立の小学校と中学校に在籍する児童生徒数に対する就学援助
（要保護・準要保護児童生徒）数の割合を指数化したもので，指数が100に近いほど
児童生徒数に対する援助数が少ないことを示している。
Ⅳ．教育費指数と項目・・・次の項目の指数を平均して算出した。
）教育費指数
①幼稚園在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に近いほど
支出額が多いことを示している。
②小学校在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に近いほど
支出額が多いことを示している。
③中学校在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に近いほど
支出額が多いことを示している。
④特別支援学校在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に近
いほど支出額が多いことを示している。
⑤高等学校全日制在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に
近いほど支出額が多いことを示している。
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13) 北海道，岩手，秋田，滋賀，和歌山，岡山，広島，山口，高知，宮崎の各道県は当該数値が得ら
れなかっために除外してある。
⑥高等学校定時制在籍者人当たり教育費支出額を指数化したもので，指数が100に
近いほど支出額が多いことを示している。
Ⅴ．保護指数と項目・・・次の項目の指数を平均して算出した。
）被保護指数・・・〜17歳人口に対する同年齢の人口における被保護人員割合を指
数化したもので，指数が100に近いほど割合が少ないことを示している。
）保護世帯指数・・・母子世帯数の保護開始世帯数に対する割合を指数化したもの
で，指数が100に近いほど割合が少ないことを示している。
Ⅵ．児童福祉総合指数
ⅠからⅤまでの各指数を単純平均して算出した。
9-2 児童福祉指数の算出結果と地域分布
算出した児童総合指数の結果を図 9-1 に，その上位と下位それぞれ10道府県のランキング
を表 9-2 に示した。
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（数値）
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図 9-1 児童福祉総合指数の分布
(出所) 筆者作成。
ランキングの位は山形県となった。指数の項目別には子育て・育児環境指数で10位，教
育援助指数で位，教育費指数で位，保護指数で位を示して，総合指数で位となっ
た。このほか山形県以外の上位10県の中に，鳥取，福井，島根，富山，秋田の日本海側の各
県が入っている。
ランキングの47位は大阪府となった。子育て・育児環境指数で42位，教育援助指数で47
位，教育費指数で46位，保護指数で41位を示して総合指数で47位となった。
こうした地域差の要因としては，財政配分等を中心とした長年にわたる地域政策の影響が
多分にあるものと推察される。因みに，山形県と大阪府における児童人口人当たりの児童
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表 9-2 児童福祉指数の都道府県別ランキング
(出所) 筆者作成。
沖縄県広島県熊本県岡山県
愛知県岩手県神奈川県
滋賀県
大阪府47
41
神奈川県
山梨県
東京都
健康指数
1
岩手県島根県島根県
岐阜県
山梨県2
香川県福岡県大阪府
愛知県
兵庫県42
40
大阪府
徳島県
岐阜県愛知県
千葉県
福岡県46
保護指数
教育費指
数
子育て・
育児環境
指数
鹿児島県
児童福祉
総合指数
項目
秋田県高知県鳥取県
広島県
山形県
島根県埼玉県愛知県北海道
39
山口県44
福岡県静岡県滋賀県兵庫県
京都府
広島県45
東京都大阪府
大阪府
山口県
高知県
北海道
東京都
福岡県
栃木県
静岡県
教育援助
指数
滋賀県神奈川県埼玉県広島県
北海道
神奈川県43
島根県山形県青森県10
北海道茨城県沖縄県兵庫県千葉県京都府38
広島県奈良県京都府山口県静岡県
東京都福井県富山県佐賀県群馬県8
沖縄県青森県千葉県香川県長崎県栃木県9
福島県京都府山梨県
5
鹿児島県山形県富山県宮崎県東京都富山県6
青森県鳥取県岐阜県栃木県山梨県秋田県7
熊本県
徳島県鳥取県3
山梨県北海道茨城県長野県福井県福井県4
千葉県大分県山形県福岡県青森県島根県
山形県秋田県群馬県高知県
福祉費（2010年度）
14)
は，大坂府に対して，山形県が1.63倍となっている。また同様に，
上位と下位の各々10道府県の児童福祉費の単純平均を比較してみると，下位県に対して上
位県は1.64倍となっている。
なお，全都道府県の児童福祉指数は，付表に掲載した。
10．合計出生率と児童福祉関連主要項目との相関構造について
10-1 合計出生率と児童福祉関連指標の分析
⑴ 直接的に合計出生率に影響を及ぼすと考えられる児童福祉指標
〜歳児人口に対する保育所在所数，乳児院常勤従業員数，保育所当たり〜歳児
人口，〜17歳人口に対する小児科関連医師数，出生1,000人当たりの乳児死亡数，就学援
助の状況，幼稚園在籍者人当たり教育費，〜17歳人口に対する被保護人員，母子世帯の
保護開始世帯割合の指標。前指標は出生率を高める要因として，また後の	指標は低め
る要因として取り上げた。
⑵ 地域社会に関連する指標
三世代同居割合，県民人当たり所得，持ち家率，の指標。前指標は出生率を高める
要因として，また後の指標は低める要因として取り上げた。
なお，分析対象の実際のデータは，付表に掲載した。
10-2 基本統計量
児童福祉関連の13の指標について，都道府県別のデータに基づき基本統計量をまとめたの
が表 10-1 である。合計出生率の地域差を変動係数（（標準偏差÷平均値）×100）でみると
9.02と小さいものの他の指標のうち，保育所当たり〜歳児人口65.71を始め，乳児院従
業員65.25，三世代同居率49.14，母子世帯の保護開始割合43.48，児童人口に対する在所者
割合41.68，などの各項目に地域差が大きい項目がみられる。
10-3 合計出生率と関連指標の相関構造
合計出生率の地域格差を，取り上げた13項目の児童福祉関連項目から探るためのモデルを
構築するために，相関行列とそれに基づく因子分析の結果から，相関構造を検討した。
⑴ 相関行列に基づく有意相関構造の検討
表 10-2 は，13項目の相関構造を示したものである。指標間の関連性は次のとおりとなる。
① 合計出生率は，〜歳児人口に対する保育所在所割合に0.4の正の相関を示し，
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14) 内閣府「県民経済計算」による。
保育所あたり〜歳児人口と県民人当たり所得にそれぞれ0.4の負の相関を示し
た。一方，医師数，幼稚園在籍者教育費，三世代同居率ならびに持ち家率などの指標
は，合計出生率との間では，相関係数は大きくはなかった。このことは，相関係数で
みる限り，保育所ならびに県民人当たり所得との関わりが合計出生率に影響を与え
るつの要因であるものといえる。
合計出生率以外の各指標間にも複雑な相関構造をみることができる。
② 保育所当たり〜歳児人口は，母子世帯の保護開始割合に0.3の正の相関を示し，
〜歳児人口に対する保育所在所割合には0.8，持ち家率に0.5，合計出生率と乳児
院常勤従業員および三世代同居率にそれぞれ0.4，幼稚園在籍者教育費に0.3と，それ
ぞれに負の相関を示した。
③ 〜歳児人口に対する保育所在所割合は，乳児院常勤従業員数に0.7，三世代同
居率に0.6，持ち家率に0.5，合計出生率に0.4とそれぞれに正の相関を示し，保育所
あたり〜歳児人口に0.8，母子世帯の保護開始割合に0.4とそれぞれに負の相関を
示した。
④ 乳児院常勤従業員数は，〜歳児人口に対する保育所在所割合に0.7，幼稚園在
籍者教育費と医師数に0.5，出生1,000人当たりの乳児死亡数と被保護人員に0.4，三
世代同居率に0.3とそれぞれに正の相関を示し，保育所当たり〜歳児人口に0.4の
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表 10-1 基本統計量
(出所) 筆者作成。
6.9767.05持ち家率
49.14.03.06三世代同居率
13.64362.152654.83県民人当たり所得
43.48.04.08母子世帯の保護開始割合
合計出生率
65.71292.08444.48保育所あたり人口
10.40
変動係数標準偏差平均値
9.021.331.47
219.77876.30幼稚園在籍者教育費
26.51.19.73被保護人員
医師数
22.35.502.23死亡数
38.815.5414.28就学援助
25.08
24.74児童人口に対する在所割合
65.251.932.95乳児院常勤従業員
20.09.12.62
41.6810.31
負の相関を示した。
⑤ 三世代同居率は，持ち家率に0.8，0〜歳児人口に対する保育所在所割合に0.6，
乳児院常勤従業員に0.3の正の相関を，就学援助に0.6，保育所当たり〜歳児人口
に0.4の負の相関を示した。
⑥ 医師数は，被保護人員に0.7，乳児院常勤従業員に0.5，就学援助と県民人当たり
所得に0.3の正の相関を示した。
⑦ 持ち家率は，三世代同居率に0.8，0〜歳児人口に対する保育所在所割合に0.5，
とそれぞれに正の相関を示し，就学援助に0.6，保育所あたり〜歳児人口に0.5と
それぞれに負の相関を示した。
⑧ 県民人当たり所得は，被保護人員に0.4，医師数に0.3の正の相関を示し，合計出
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表 10-2 相関行列
(注)．上段は相関係数を下段は有意確率を示す。
．**相関係数は，％水準で有意（両側）。
*相関係数は，％水準で有意（両側）。
(出所) 筆者作成。
.762**
.000
.136
.362
持ち家率
.762**
.000
1
.147
.324
三世代同居率
-.248
.093
-.128
.390
-.441**
.002
県民人当た
り所得
-.263
.077
-.274
.065
-.058
.703
母子世帯の保
護開始割合
合計出生率
-.452**
.001
-.418**
.003
.351*
.015
-.200
.177
-.382**
.008
保育所あたり
人口
-.018
.903
-.166
.266
.304
.038
-.076
.653
-.238
.107
.286
.051
-.441**
.002
県民
人当た
り所得
1
-.130
.448
-.360*
.014
.343*
.020
-.058
.703
母子世
帯の保
護開始
割合
持ち家
率
三世代
同居率
-.248
.093
-.128
.390
合計
出生率
.136
.362
.147
.324
1
.277
.062
1
.045
.765
.698**
.000
.357*
.030
.128
.391
-.110
.460
-.233
.115
被保護
人員
-.263
.077
-.274
.065
.277
.062
1
.003
.987
-.146
.333
.193
.200
.008
.960
.086
.571
1
.247
.095
.069
.645
.210
.157
.514**
.001
.222
.133
-.292*
.046
-.253
.086
幼稚園
在籍者
教育費
-.140
.347
-.176
.237
.351*
.015
.003
.987
1
.148
.319
.353*
.015
.193
.200
.353
.015
.247
.095
1
-.036
.808
.335*
.021
-.036
.832
-.243
.099
.138
.354
-.135
.366
就学援
助
.026
.864
.022
.882
-.200
.177
-.146
.333
.148
.319
.022
.882
.180
.227
.421**
.010
.152
.307
-.253
.086
幼稚園在籍者
教育費
-.140
.347
-.176
.237
-.040
.792
.120
.420
死亡数
-.233
.115
被保護人員
-.599**
.000
-.647**
.000
-.018
.903
医師数
.088
.557
.235
.111
-.166
.266
.008
.960
.045
.765
.120
.420
死亡数
-.599**
.000
-.647**
.000
.069
.645
-.036
.808
1
-.135
.366
就学援助
.026
.864
.464**
.004
.361*
.013
人口に対する
在所割合
.276
.098
.325*
.050
.098
.511
-.040
.789
-.253
.086
.031
.856
乳児院常勤従
業員
-.194
.191
-.121
.419
医師数
.088
.557
.235
.111
-.253
.086
1
.657**
.000
-.412*
.011
.031
.856
乳児院
常勤
従業員
-.194
.191
-.121
.419
.304*
.038
.086
.571
.698**
.000
.210
.157
.335*
.021
.531**
.000
.590**
.000
.180
.227
1
.152
.307
.098
.511
.657**
.000
1
-.760**
.000
.361*
.013
人口に
対する
在所割
合
.276
.098
.325*
.050
-.076
.653
-.130
.448
.357*
.030
.514**
.001
-.036
.832
.421**
.010
.464**
.004
-.292*
.046
.138
.354
-.040
.792
-.040
.789
-.412*
.011
-.760**
.000
1
-.382**
.008
保育所
当たり
人口
.531**
.000
.590**
.000
-.238
.107
-.360
.014
.128
.391
.222
.133
-.243
.099
-.452**
.001
-.418**
.003
.286
.051
.343*
.020
-.110
.460
生率との相関で約0.4の負の相関を示した。
表に示したように，13の指標間の相関構造はかなり複雑である。次に因子分析を用いて相
関の構造分析を行った。
⑵ 因子分析による相関構造の検討
表 10-2 に示した相関行列をもとに，最尤法による因子分析をおこなった。結果的に因
子が抽出されて，寄与率は全体の約70％であった。因子において，合計出生率に相関の高
かった指標あるいは中間的な指標，低い指標に分かれた。
10-4 合計出生率の説明モデル
相関構造の分析により，次のつのモデルを想定して地域の要因を検証した。
① モデル・・・子育て・育児環境，健康，教育補助，教育費，保護の児童福祉関連
項目を直接的な要因に基づくモデル。
② モデル・・・児童福祉関連項目である子育て・育児環境，健康，教育補助，教育
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表 10-3 回帰モデルの係数
(注)．予測値：（定数），県民人当たり所得，幼稚園在籍者人当たり教育費，人口に対する在所者割
合，死亡数，医師数，乳児院常勤従業員，被保護人員割合。
．特に示されない限り統計量は都道府県〜＝1.5に対するケースだけを選択。
．従属変数合計出生率。
(出所) 筆者作成。
.00010.919
-.307
-.353
1.683 （定数）
-.567
.293
.436
-.452
.840
ベータ
標準化
係数
.011
.002
.154
標準偏差
誤差
標準化されていない
係数
モデル
有意確率t値B
.000
.106
.000
.029
.159
-2.334-.248被保護人員割合
.015-2.580.000県民人当たり所得
医師数
.0132.663.077死亡数
.000-5.243.000幼稚園在籍者人当たり教育費
.027
.011人口に対する在所者割合
.005-3.026-.032乳児院常勤従業員
.0072.901.462
.0006.215
.000714.780.07132.781
有意確率
F変化量
自由度 1F 変化量
標準偏差
推定値の
誤差
R2乗
.781
R2
乗変化量
変化の統計量
.728
調整済み
R2乗
都道府県
〜= 1.5
(選択)
29.8843
R
モデル
自由度 2
(注)．従属変数合計出生率。
．都道府県〜＝1.5に対するケースだけを選択。
費，保護に地域性を表す項目である所得，世代同居率，持ち家率を含めたモデル。
いずれのモデルも重回帰分析による回帰係数は有意とはならず結果的には，次のモデルが最
も説明力が高いことになった。
③ モデル・・・人口に対する在所者割合，乳児院常勤従業員数，医師数，死亡数，
幼稚園在籍者人当たり教育費，被保護人員割合，県民人当たり所得の	項目のモ
デル。
表 10-3 に示したように，	指標のうち合計出生率との相関が最も高かった，児童人口に
対する保育所在所割合の t値が最も高く，保育所の関連が合計出生率に大きく寄与している
ことがわかる。次に合計出生率との単純な相関係数は-.253と低い関連性であった医師数と，
同じく.12と低かった，死亡数との関連性がみられる。
実測値とモデルによる予測値との乖離の程度を示したのが図 10-1 である。ここで示した
残差プロットは，ケース診断として標準化した残差の絶対値が1.5を超える地域の情報を示
してある。この結果，静岡，大分，沖縄，石川のつの県が抽出された。東京はマイナスの
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従属変数：合計出生率
1 2 3
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図 10-1 モデルによる残差散布図とケース診断
(注) 従属変数合計出生率。
(出所) 筆者作成。
方向に大きくずれており，ここで取り上げた項目だけでは説明できない要因が働いているこ
とを示唆している。逆に他の地域では，合計出生率について取り上げた	児童福祉関連項目
は，かなりの説明力を有しているといえる。
11．児童福祉の今後について
11-1 ウェルビーイングからワークフェアへの転換
わが国の児童福祉政策は，最低限の保障を基本として，児童個人への保障から家庭全般へ
の保障政策「子ども家庭福祉，ウェルフェア（Welfare）」から「ウェルビーイング（well-
being）」への転換を経て，現在は，「少子化対策」を基本とした，子ども・子育て応援プラ
ン「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」へと移行してきている。とくに近年
では，女性労働促進の観点から，労働環境の改善とともに，企業を始めとする雇用先におけ
る，女性採用数の増加，管理職への積極的な登用など，処遇に対する見直しが図られつつあ
る。1972年に男女雇用機会均等法の施行から実に40年以上が経過して，ようやく政策的な成
果が期待できるようである。
こうした動きに伴い，児童福祉もウェルビーイング（well-being）からワークフェア
（work-fare）への転換期を迎えている。ワークフェア（労働福祉社会）とは，福祉政策が所
得再分配政策から就労機会の提供へと重点を移行させることを指し，「ワーク（work）・労
働」と「ウェルフェア（Welfare）・福祉社会」との合成語である
15)
。
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15) 朝野他（2005）12ページ。
表 11-1 GDPに占める「労働市場政策」への支出割合（2002年)
（単位：％）
2.10失業補償
消極的な
施策
−−0.010.03早期退職手当
0.570.371.052.13小 計
0.130.371.39
2.44
0.50
1.17小 計
0.21
0.02
0.29
0.37
スウェーデン
0.570.371.04
0.23
ドイツ
0.86
0.12
デンマーク
3.05
1.8
0.17
1.63
1.25
0.09
0.35
0.40
0.23
0.18
フランス
0.15
0.20
カナダ
4.63
3.04
1.67
1.37
1.59
0.34
0.17
0.10
3.30
0.30
0.22
0.10
0.32
0.47
0.30
0.01
0.06
0.01
0.04
0.18
日本
1.22
0.80
−
0.80
0.42
0.02
0.03
0.02
0.77
0.47
−
0.02障害者対策
0.700.74合 計
0.020.13若年対策
0.010.03助成金付雇用
0.03
取組内容
0.040.17公共の職業紹介事業と管理
積極的な
施策
0.030.02職業訓練
アメリカイギリス
(注)．カナダ，イギリスは 4-3月の数値。
．日本，アメリカの職業訓練には成人雇用者は含まない。
．デンマークは2000年数値。
(資料) OECD Employment Outlook（2014）。
(出所) 筆者作成。
長期にわたる継続的な少子化に伴う人口減少により，労働人口の急激な減少が目前に迫る
わが国においては，就労機会の提供とともに，少子化対策の面からも働く女性の雇用環境の
改善は喫緊の課題である。表 11-1 には，加盟主要国における OECDベースによる労働市場
政策への対 GDP支出割合を示した。
わが国における支出割合は，OECD主要
か国の中でイギリス，アメリカとともに低位
であり，最も支出割合が高い，デンマークにおける職業訓練などの就労支援に対する積極的
な施策に対する支出と，失業補償や早期退職手当を基本とした消極的な施策を中心とした支
出合計の六分の一程度となっている。今後，わが国が労働人口減少への対応として，とくに
女性を中心に，より積極的に労働力を確保していくためには，ワークフェアを一歩進めて，
子育て年齢に該当する労働者全員を対象として，出産前後はもとより子育て期間全般にわた
る長期的な労働環境の整備が求められる。保育所政策を第として，福祉と労働市場政策を
融合した取組全般の大きな変革が必要である。
11-2 児童福祉費の在り方
児童・家族関係と高齢者に対する，人口人当たりの社会保障関係給付費の推移を図
11-1 に示した。児童・家族関係給付費（以下，児童給付費という）は，児童手当，児童扶
養手当，児童福祉サービス，育児休業給付，出産関係費の合計額である。また，高齢者関係
給付費（以下，高齢者給付費という）は，年金保険給付，高齢者医療給付，老人福祉サービ
ス給付，高年齢雇用継続給付の合計額である。
人口人当たりの児童給付費と高齢者給付費，それぞれの支出額は，1975年以降長期間に
わたり，児童給付費に対して高齢者給付費が20から30倍となっていたが，2000年代に入り
10倍台に下がり，2010年にこども手当が開始されてからは，10倍以下の水準となった。同時
に給付額の伸び率も長年にわたり高齢者給付費が児童給付費を上回る状況が続いていたが，
2000年において逆転した。過去における高齢者給付は，高齢化対策という側面よりもむしろ
政策的な要因によりもたらされていたことは，一般的に良く知られているところである。少
子化が進む現在，児童給付費と高齢者給付費のバランスをどう考えるのかは，難しいところ
ではあるが，児童福祉における合計出生率と保育所との関連が密接であることが明らかであ
り，ワークフェアを含めた保育施策に対する給付を，手厚くする必要性は論を俟たないとこ
ろである。また，高齢者給付は，元気で働く意欲のある高齢者の雇用と賃金，年金とのバラ
ンスを図るという政策面での検討が必要であり，労働行政と福祉行政との関連を一体的に見
直しすることが求められる。これからの社会を担う児童の福祉について，児童の利益を尊重
する視点に立った，社会保障費の効果的な運用と，有効な財源の確保が必要である。
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11-3 共助福祉社会への転換
将来のわが国の社会を担う児童の育成環境は，人口が減少し，とくに少人数による家庭環
境と，周りには全体の割（社人研2013年推計）となる単独で暮らす人々が多い社会の中で
生活することになる。福祉を取り巻く環境は，社会全体が「孤化社会」を迎える流れの中
で，国家財政の逼迫と福祉の担い手不足が一層進むという，危機的な状況を迎えることが予
想される。こうした環境変化を前提にした，福祉制度の再構築が必要となる。
図 11-2 には，これからの福祉を取り巻く課題を示した。国家財政の逼迫と福祉の担い手
不足，弧化社会の到来は，少子化とともに早急には解決しえない問題である。先ず検討の前
提として福祉の領域について，児童福祉と高齢者福祉を個別に捉えるのではなく，地域の中
で一体化して捉える必要がある。地域が人口の減少に伴い縮小していく状況下にあり，福祉
の領域を縦割りではなく，住民の目線に立つ在り方が求められる。保育と介護の施設を併設
することや，福祉を担当する職種の領域を，高齢者や障害者（児）に対する介護職と幼児に
対する保育職といった，対象による役割分担ではなく，福祉全般を担う福祉総合専門職とし
て制度化を図るのも一案であろう。また，これに伴い福祉施設も老人と保育の施設一体化も
考えられる。一方では，住居地域におけるとかく薄れがちな近隣関係において，町内会や自
治会を中心とした地域組織の役割は，防災面とともに今後ますます重要な機能となり，見守
りなどの自助と共助についての福祉対策における最後の砦になるものと思われる。こうした
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図 11-1 児童・家族関係と高齢者社会保障関係給付費の人当たり推移
(資料) 社人研「社会費用統計」。
(出所) 筆者作成。
組織と小中学校を中心とした学区制とを結びつけて，地域制度を見直すとともに，再構築を
図り今後の福祉全体，とくに，児童の育成と高齢者に対する福祉活動全般について，地域に
おける総合的機能の発揮と役割の促進強化を図る必要がある。
12．お わ り に
わが国の児童福祉は，新たな時代を迎えている。「将来の国と社会を担う子どもたちに優
しい社会の確立」が，人口減少時代を迎えた今こそ望まれている。併せて，これからの若い
世代には「結婚や子育てといった基礎的な人間生活が保障される社会」が続くことが希求さ
れている今日，福祉が持つ役割は，その重みをますます増している。ともすれば社会保障の
側面では，児童と高齢者といった対立軸での捉え方をしがちであるが，ともに住みよい社会
の在り方を考える「共生」の考え方が必要となる。そのためには，従来の枠や発想に捉われ
ない制度の改革が今こそ必要である。とくに，将来のわが国の社会を担う児童と若ものたち
の育成については，当面に効果的と考えられる「保育所政策」について，とくにワークフェ
ア（労働福祉社会）を促進させる観点からも早急な対応が求められる。「少子化は個人，と
りわけ女性の生活や働き方に深い繫がりがあるので，雇用慣行など民間企業の果たす役割も
大きい｣
16)
。児童を含めた若ものたちが明るい社会の中で，希望に満ちた成長の足取りをし
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16) 大淵（2015）275ページ。
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図 11-2 福祉の課題に向き合うための軸
(出所) 筆者作成。
っかりしたものにできるかどうかは，現代の大人たちの判断と舵取りにかかっている。
付記 本稿は，2015年月	日に中央大学後楽園校舎で開催された第572回人口学研究会における
「児童福祉の地域格差について」の報告をもとに執筆したものである。人口学研究会の報告にお
いて，会員各位から貴重なご意見とアドバイスをいただいたことに，謝意を申し上げる。
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